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AI inside株式会社との資本提携契約締結に関するお知らせ 

 

 

 当社は、平成28年2月5日付でAI inside株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長 渡久地 

択、以下、「AI社」といいます。）が保有する人工知能搭載ＯＣＲサービスを普及させること、及び当

社販売商品に本技術を付加したサービスを構築することを目的として業務提携契約を締結しましたこと

を公表いたしましたが、平成28年4月18日開催の取締役会においてAI社と資本提携契約を締結するこ

とを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本提携の目的 

当社グループとAI社は、業務提携契約締結後、当社グループのＢＰＯ事業及び情報通信事業との事

業シナジー及びAI社事業の当社グループの営業協力について協議を重ね、今後の協業について進展が

みられましたので、これをより一層推し進めていくことを目的として資本提携契約を締結することに

いたしました。両社で具体的に進めている内容は以下のとおりであります。 

 

（1）情報通信事業における差別化商品の開発 

ＭＦＰ（プリンタ複合機）で読み取った手書きデータ等をAI社が有する人工知能ＯＣＲによる画

像認識サービスの提供を受けることにより、デジタルデータを取得できる機能を付加した商品を開

発・上市する予定です。これにより、AI 社のサービスを付加した差別化商品を提供することができ

ます。 

 

（2）ＢＰＯ事業との協業 

AI 社の人工知能ＯＣＲによる画像認識サービスに当社グループのＢＰＯサービスを組み合わせる

ことにより、高精度且つ短納期に対応したなサービスを提供してまいります。また、AI 社サービス

をBPO事業の生産性向上のツールとして活用できるための検討を実施してまいります。 

 

（3）AI社サービスの販売協力 

当社グループでAI社が行っているＯＣＲサービスの販売協力を行っていくことで、ＢＰＯ事業の

顧客開拓を図ってまいります。 



 

（4）中国での販売展開及び中国版の製品開発 

（1）（2）（3）のアライアンス実現を優先し、中国での販売展開及び中国版の製品開発について

は今後の検討事項といたします。 

 

２．資本提携の内容 

当社がAI社の第三者割当増資を引受けることにより同社の株式を取得いたします。 

取得することとなるAI社の取得株式数、発行済株式総数に対する割合及び取得価格は次のとおりで

あります。 

    (1)取得株式数：58株 

      (2)取得割合 ：発行済株式総数の2.66% 

       (3)取得価格 ：34百万円 

 

３．資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 AI inside株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷三丁目６番１８号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 渡久地 択 

（４） 事 業 内 容 人工知能事業 

（５） 資 本 金 3,710万円 

（６） 資 本 準 備 金 3,510万円 

（７） 設 立 年 月 日 平成27年８月３日 

（８） 大株主及び持株比率 渡久地 択 

㈱FCEエデュケーション 

94.47% 

5.53% 

（９） 上場会社と当該会社 

と の 関 係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

 

４．日程 

（１）資本業務提携契約締結日 平成28年4月18日 

（２）株式取得日 平成28年4月28日 

 

５．今後の見通し 

       本件による平成28年９月期の業績への影響につきましては軽微であると考えておりますが、今後、

業績予想の修正に必要が生じた場合、または公表すべき事項が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 


